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第1節 原発事故後の世論と政治の変化
2011年3月11日に発生した東日本大震災，そしてその後の原発事故は，
日本社会が〈リスク社会〉へと移行しつつあることを象徴する出来事であっ
たといえるだろう。これを機に，一部の人々を除いては深刻に捉えられてい
なかった原発事故や放射能のリスクが多くの人々に認識されるようになり，
原発の是非をめぐる政治的議論が活発化した。リスク社会論の嚆矢である
U・ベックが指摘したように，こうした原発や放射能のリスクに対する意識
の高まりは，社会変動を駆動する大きなダイナミズムを引き起こす。たとえ
ば，人々は科学を反省的に捉えるようになり，リスクをめぐる社会的分断や
新たな連帯が生じる（Beck1986＝1998）。実際，原発事故以降，SNSなどを
通じて科学技術の専門家に対する批判が展開され，脱原発運動が盛り上がり
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をみせている。本研究は，こうした社会変動の駆動力となる「原発リスクに
対する態度」に焦点を当て，その様態を実証的に明らかにする。いかなる
人々がなぜ，原発に肯定的・否定的であるのかについて，実証データの分析
から把握する。
さて，原発事故後の人々の意識の変化を振り返ると，それは＜脱原発へと
向かう世論＞という言葉でまとめることができるだろう。世論調査による
と，事故直後は原発維持を望む声が主流であったが，汚染の実態や政官財の
癒着構造が表面化するにつれ，原発に対する否定的意見は増加し，2011年
の夏以降，原発否定派は7割を超えるに至った1）。こうした世論の変化と並
行して，2011年4月頃より東京で，「原発やめろデモ」や「エネルギーパ
レード」といった原発抗議運動が盛り上がり，その後，全国各地へと広がっ
ていった。東京での運動は，警察の激しい取締りもあって9月頃には一端，
下火になったが，2012年の6月頃から「再稼働反対」をテーマとして再び
盛り上がる。毎週金曜に行われた官邸前抗議の参加者は徐々に増え，6月29
日の参加者は主催者発表で20万にのぼった（小熊編2013）。一方，政治の
動きに目を転じると，原発事故後，民主党政権のもとで原発政策の転換を志
向する動きもみられた。しかし，2012年12月の衆議院選挙での政権交代に
よって誕生した安倍政権によって，原発維持の方向に舵が切られている2）。
こうした原発事故以降の社会や政治の動きを，＜脱原発へと向かう世論＞
と，それに反して＜原発維持へと転換する政治＞という言葉で総括すること
もできるだろう。しかし，本研究では，原発への世論を「脱原発」として一
1）岩井・宍戸（2013）は，朝日新聞や読売新聞など主要報道機関が実施した原発に
対する賛否の世論調査をまとめ，原発事故以降，原発を減らすことを支持する
人々が増加し，夏以降は7割を超えるに至ったことを示している。
2）2011年7月13日に菅首相は会見で脱原発の方針を打ち出し，その後，退陣要求
の高まりのなかで，自然エネルギー普及のための法律を成立させた。次の野田政
権においては，パブリックコメントや討論型世論調査という形で民意をくみあげ
る努力がなされ，9月14日の「エネルギー・環境会議」において「原発に依存
しない社会の1日も早い実現」を掲げた「革新的・エネルギー環境戦略」を決定
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つにまとめるのではなく，その内部に潜む意見の相違に着目する。というの
も，原発事故後も3割の人々は原発に肯定的であるし，残り7割の否定派の
なかでも，減らすべきだが全廃はしないという意見もあり，内部には温度差
が存在するからである。本稿では，こうした原発に対する意見の相違がどの
ような社会的要因によって生み出されているかを明らかにする。
第2節 分析枠組み 原発をめぐる価値対立
原発事故後，どのような人々が脱原発を支持するのかについては記述的な
分析結果がすでに示されている。全国規模の社会調査から，ジェンダーと世
代によって原発への意見が大きく異なり，女性において脱原発支持が多く，
若年層の方が原発を支持する傾向にあることが示されている（高橋・政木
2012；岩井・宍戸2013）。たとえば，2011年12月に実施された全国調査に
よれば，原発否定派は，中年（30～50歳）女性では74％に達するが若年
（16～29歳）男性では47％と半分にも満たない（高橋・政木2012）。
しかし，それらの研究では，なぜ女性において脱原発志向が高く，若年層
において原発支持が多いのかについては説明がされていない。また，職業や
学歴といった社会階層要因についてはほとんど焦点があてられておらず，原
発への態度の社会階層差やその差が生じるメカニズムについては十分に明ら
かになっていない。そこで本研究では，世代・ジェンダー・社会階層といっ
た社会的属性に焦点を当て，原発への態度の差がいかなるメカニズムから生
じているかを探究する。
その際，本研究は，図1に示したように，社会的属性と原発への態度の間
した。こうした動きは，原発継続を主張する勢力からの反発と抵抗を受けて妥協
を余儀なくされたが，これまでの原発政策からの転換を志向するものであった
（舩橋2013）。しかし，2012年12月の衆議院選挙での政権交代によって誕生した
安倍政権は原発維持の方向に舵を切る。政権誕生後まもなく，民主党政権が掲げ
た2030年代には原発をゼロとする方針を見直す方向が打ち出され，ねじれ国会
が解消した2014年4月11日には，原発をベースロード電源と位置付けた「エネ
ルギー基本計画」が閣議決定された。
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図1 分析枠組み（価値観の媒介モデル）
を価値観が媒介するという価値媒介メカニズムを検証する。これは社会的属
性（世代・ジェンダー・社会階層）によって原発支持度に差があるとして，
そこに何らかの価値観が媒介していることを想定したモデルである。たとえ
ば，女性において脱原発志向が高いとして，平等主義という価値観が媒介し
ていることが予想できる。すなわち，女性の方が平等主義的傾向にあり，平
等主義であることで脱原発志向が高まるというわけである。このように媒介
モデルを想定することによって，原発への態度の社会的属性差のメカニズム
を把握することが可能になる。
上述のように価値観に着目するのは，原発をめぐる意見の相違の背後に
は，望ましい社会像をめぐる価値の対立が存在すると考えられるためであ
る。M・ダグラスとA・B・ウィルダヴスキーによれば，人々のリスク認知
は，社会がどのようにあるべきかという世界観を反映したものである。ある
特定の価値を有していることで，原発リスクに目を向け高く評価することに
なったり，逆にリスクから目をそむけ低く評価することになる（Douglas
and Wildavsky1982）3）。
では，いかなる価値対立が原発への態度の背後に存在するのだろうか。こ
3）たとえば，環境リスクを認知する背後には，環境汚染による被害は社会的に平等
であるべきであるという価値観がある一方，犯罪リスクを認知する背後には社会
秩序を重視し，その逸脱者を厳罰に処するべきという価値観があるというもので
ある。
５０ 桃山学院大学社会学論集 第49巻第2号
の問題をすでに論じた阪口祐介（2015）を引用しながら論じよう。海外の先
行研究によれば，原発リスク認知や脱原発志向に影響する価値観として〈社
会的格差への態度〉と〈既存秩序への態度〉が指摘されている。たとえば，
平等主義・利他主義であるほど原発リスク認知は高まり，伝統主義的で規範
意識が高いほど原発支持へ向かう傾向にある（Kahan 2007；Whitfield et al.
2009；Peterson et al. 1990）。原発事故以降の日本社会においても，これら2
つの次元の価値観が人々の原発リスク認知や脱原発志向に影響を与えている
ことが予想される。
〈社会的格差の態度〉については，原発事故以降，原発の地方への集中
や，原発労働者の被爆が様々なメディアで問題化された。これは舩橋晴俊が
原発事故以前から指摘していた〈環境負荷の外部転嫁〉のことを指す。すな
わちそれは，社会内の一定の地域や集団が，自らの生産や消費活動を通して
生み出された環境負荷を引き受けずに，それを空間的または時間的に離れた
別の地域や集団に押し付ける構造である（舩橋2005）。こうした構造は原発
事故後，多くの人々にも認知されるにいったといえよう。このように原発に
ひそむ社会的格差が可視化した現在において，原発を支持する人々は，社会
的格差を容認するという価値を有する傾向があると予想される。
次に〈既存秩序への態度〉について説明しよう。原発に対する考えの背後
には，政治や国家に対する態度が存在すると考えられる。日本や海外におけ
る原発をめぐる意見対立の構造を整理した中山茂（1981）は，脱原発のエコ
ロジー派の主張を次のようにまとめる。その主張は，原子力が中央集権的な
エネルギーであり，市民のコントロールが利かないがゆえに問題であり，自
然エネルギーのような分散的で自主管理しうるオルタナティブ・テクノロ
ジーをもって替えるべきだというものである（中山1981：178-179，192）。
一方で，原発支持の立場からすると，脱原発派は公共の利益をかえりみない
個人のエゴとみなされることもある。ここには，政策決定を国家主導で行う
べきか，地域や個人が主体となるべきかという対立があるように思われる。
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このように原発支持／不支持の背後には国家に対する価値観の相違が存在す
ることから，政治への不信が強い人々は原発リスクを危険だと感じ，脱原発
志向を高めると考えられる。また，想像の共同体としての国家を信じ，肯定
する人々は原発支持に向かう傾向があると予想される（阪口2015：169-
70）。
第3節 仮説 世代・ジェンダー・社会階層
ここでは，社会的属性の効果が価値観を媒介しているという視点から仮説
を示す。はじめに注目するのは「女性において脱原発志向が高い」という効
果である。この傾向は，海外においても日本においても確認されている傾向
であり4），原発事故後だけでなく，以前においても一貫してみられる結果で
ある（柴田・友清1999；高橋・正木2012；岩井・宍戸2013）。
では，なぜ女性において脱原発志向が高いのだろうか。本研究で焦点を当
てるのは次の2つの説である。1つ目は「政治不信説」である。M・L・
フィヌケイトらは，アメリカでの調査から，女性，非白人は科学技術リスク
の危険性を高く見積もる傾向にあることを発見した。そして，このジェン
ダーおよび人種の差について，女性・非白人は政治的権力が少なく，政治不
信が強いことが関係していると解釈している。これに対し，白人男性は政治
を信頼し，科学技術からの便益を得る傾向にあるために，リスク認知を低く
見積もる傾向にあるというのである（Finucane et al. 2000）。
2つ目は，「政治的価値説」である。D・M・カーンらは，上記の人種や
ジェンダーによるリスク認知の相違の背後に望ましい社会像の相違があるこ
とを指摘し，実証分析を行った（Kahan 2007）。すなわち，白人男性は個人
主義・階層主義的である一方で，女性は平等主義的傾向がある。平等主義的
である人々は環境リスクに関心を持ち，リスク認知が高いがゆえに，女性・
4）阪口祐介（2009）は国際比較調査データの分析から，女性では原発を含む環境リ
スク認知が高いことを示した。
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非白人はリスク認知が高いという主張である。これらは「リスク認知」の研
究ではあるが，科学技術や環境リスク認知が高いことは，原発リスク認知や
脱原発志向と関連することから，脱原発志向の仮説として想定することもで
きると考えられる。
本研究では，この2つの価値「政治不信」「平等主義」を媒介要因として
想定し，原発への態度のジェンダー差のメカニズムを検証する5）。
仮説1：女性の方が，政治不信が高く，ゆえに脱原発支持へと向かう
仮説2：女性の方が，平等主義的であり，ゆえに脱原発支持へと向かう
次に，世代に着目しよう。原発事故後のいくつかの研究では，若年層ほど
原発支持度が高いことが示されている。これは原発事故以前の1970，80年
代にはみられない傾向である（柴田・友清1999）。また，海外でも若年層で
原発支持が多いことは報告されておらず，説明を要する現象である
（Whitfield et al. 2009）。このようにそもそも先行研究では若年層の効果自体
がみられず仮説が参照できないため，ここでは明確な仮説というよりも一般
的な推測を示そう。以下の3つの媒介要因が想定される。1点目は，「家族
形成説」である。原発や放射能リスクは自分よりも重要な他者である自分の
子どもへと向けられる傾向にあると予想される。若年層ほど家族形成をして
いないため，幼い子どもを持たず，ゆえに原発や放射能リスクへの不安は少
なく，原発支持へと向かうというものである。2点目は，「経済不安説」で
ある。原発支持派のロジックとして，脱原発は経済的損失が大きいという議
論がある。若年層の方が不安定雇用や低い収入など経済的不安定性にさらさ
5）先行研究では，ここで示した2つの説以外にもケア役割説が検討されている。
T・J・ブロッカーとD・L・エックベルグ（1997：842）は，女性はケア役割の
担い手として社会化されているため環境保護意識が高い傾向にあると指摘する。
女性は子どもや家族を思いやり，介護するというケア役割の担い手として社会化
されており，現に社会でケア役割を担うため環境リスクの危険性を感じやすいと
考えられる。阪口祐介と樋口耕一（2015）は，高校生を対象とした原発に対する
意見の自由回答の計量テキスト分析から，女子の方が男子よりも身近な人間関係
を想起しながら恐怖を感じる傾向があるというジェンダー差があり，ケア役割の
予期的社会化説が支持されると結論づけている。
原発への態度と世代・ジェンダー・社会階層 ５３
れる傾向にあるため，脱原発による経済的損失を深刻に捉え，原発を支持し
やすいと考えられる。3点目は，「政治的無力感説」である。若年層は政治
から距離を取り，政治に無力感を感じる傾向が強いと予想される。原発事故
後，原発問題が政治的イシューとして浮上したが，政治からの距離はそれに
対して否定的見解を持つことにつながると考えられる。
仮説3：若年層では，幼い子どもを持たないことから，原発支持度が高い
仮説4：若年層では，経済的不安が高く，ゆえに原発支持度が高い
仮説5：若年層では，政治的無力感が高く，ゆえに原発支持度が高い
最後に，社会階層についての仮説を示す。社会階層変数と原発への態度と
の関連性については，先行研究では3つの異なる見解が示されている。ま
ず，ベックの理論にそくすと，社会階層によって原発への支持度に差がない
ことが予想される。ベックは，リスクそれ自体だけでなく，人々の意識レベ
ルにおいてもリスクが普遍化することを指摘した。彼によると，〈富〉とは
異なり〈リスク〉は階層・階級を超えて人々に降りかかり，普遍的にリスク
不安が抱かれる。このリスク意識の脱階層・脱階級性ゆえにそれは社会・政
治的ダイナミズムの駆動力となるのである（Beck1986＝1998）。
一方，イングルハートが提唱した脱物質主義の理論に基づくと，物質的問
題に悩まされない高階層の方がエコロジー問題に関心が高く，ゆえに脱原発
志向が高いことになる。イングルハートも近年のリスク意識の高まりの背景
には脱物質主義の高まりがあることを指摘している（Inglehert1997：36-
7）。
この説とは逆に，社会的周縁層において脱原発志向が高いという仮説も想
定できる。日本における原発の導入・維持は大企業・政治家・官僚を中心に
進められてきたが（本田2005），その意思決定プロセスが閉鎖的で公共圏に
開かれたものではないことは，原発事故後，多くのメディアで可視化される
ようになった。これらへの反発が脱原発運動を駆動する力となったことも指
摘されており（平林2013），脱原発運動参加者の調査では自由業・自律的職
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業の人々が多いことが報告されている（小熊編2013）。ここから中心的な階
層に所属しない周縁層において脱原発志向が高いことが予想される。社会階
層については，上述の3つの仮説の検証を行う。
第4節 分析 誰がなぜ脱原発を支持するのか
4．1 データ・変数・分析モデル
データは2013年11月に実施された「国際化と市民の政治参加に関する世
論調査」（研究代表者：田辺俊介）を用いる。本調査の母集団は2013年時点
の20歳～80歳の日本国籍保持者である。サンプリング方法は層化多段抽出
法を用い，郵送配送・郵送回収の自記式で調査を行った。総抽出ケース数
10200，回収数4134，回収率42．2％である6）。
従属変数は，「脱原発を主張する団体への好感度」と「今後も原発を利用
していくべきだ」という2項目から作成した脱原発志向因子を作成し用いる
（分析結果の詳細は表2に示す）。両変数の度数分布を示した図2，図3をみ
ると，脱原発に肯定的である人々が多いことをうかがえる。図2の脱原発を
主張する市民団体への好感度についてはマイナスの否定派2割，中立4割，
肯定4割となっている。図3の原発維持を支持する意見は，否定派5割，中
立3割，肯定2割となっている。
次に独立変数は以下の通りである。社会的属性については，女性ダミー，
年齢，従業上の地位（正規・非正規・自営），職業（専門・管理・事務販売・
マニュアル・農業），世帯収入，教育年数，配偶者あり，12歳以下の子ども
ありダミーである。価値観については，平等主義，愛国主義，政治不信，政
治的無力感，経済悪化認知（経済不安）である。平等主義，愛国主義，政治
不信については複数の項目から因子を作成した。具体的な質問内容は，分析
6）層化多段抽出は，第1層は51市区町村（外国人居住者比率で層化），第2層は
200ケースを選挙管理委員会名簿より抽出を行った。外国人居住者比率で層化し
たのは，本調査が外国人に対する態度の規定要因の解明を目的としているためで
ある。
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図2 「脱原発を主張する市民団体への好感度」の度数分布
（％，N＝4013）
図3 「今後も原発を利用していくべきだ」の度数分布
（％，N＝4055）
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図4 完全逐次パスモデル（主要な変数のみ提示）
結果も合わせて表2に示す。
はじめに，いかなる属性，価値観を持つ人々において脱原発志向が高いの
かを確認するために，図4のような完全逐次パスモデルで共分散構造分析を
行った。従属変数は2項目に影響を与える潜在変数である脱原発志向因子で
ある。モデル1では，独立変数に社会的属性変数を投入し，モデル2では価
値変数を加えた。ここでは，独立変数の因果関係は想定せず，すべての独立
変数の相関を仮定している。
4．2 分析結果 誰が脱原発へと向かうのか
分析結果をみていこう。どのような人々が脱原発へと向かうのだろうか。
前節で示した分析モデルによって推定した結果を表1に示す。以下では，標
準偏回帰係数βの結果を中心にみていく。まずは，モデル1から社会的属性
の効果を確認する。女性ダミーは有意な正の効果を持っており（0．127），女
性では脱原発志向が高いことがわかる。次に年齢については，0．183と大き
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な正の効果がみられる。これは高齢者ほど脱原発志向が高く，若年層では原
発支持傾向が強いことを意味する。これらの結果はすでに先行研究において
も確認されている傾向である。次に，従業上の地位については，効果は
0．046と強くはないが，自営ダミーで有意な正の効果があり，正規に比べて
自営では脱原発志向が高いことがわかる。ただ，職業では有意な効果はみら
れない。一方，世帯収入については，それほど強くないが負の有意な効果が
みられる。これは，世帯収入が高いほど脱原発志向が低い，逆に言えば世帯
収入が低いと脱原発志向が高いことを示す。12歳の子どもダミーに有意な
効果はなかった。幼い子どもがいることで脱原発志向が高まる傾向はみられ
ず，若年効果の仮説として想定した家族形成説は検証されなかった。原発立
地県ダミーは有意な効果を持っており，原発が県内にあると，脱原発志向が
高まることを示している。
次に，モデル1の独立変数に価値観を追加投入したモデル2の結果をみて
いこう。平等主義は0．272と強い正の効果を持っている。仮説で示した通
り，平等主義的であるほど脱原発志向が高いことがわかる。次に，愛国主義
は-0．143と負の効果がみられた。愛国主義的であるほど，原発支持が高い
ことを示す。政治不信については，0．194と強い正の効果がみられた。これ
は政治不信である人ほど脱原発志向が高いことを示している。政治的無力感
については，-0．123と弱い負の効果がみられた。経済悪化認知ついては有
意ではなく，若年効果の仮説4で想定した関連性はみられないことがわか
る。
4．3 価値媒介メカニズムの検証
第2節と第3節で述べたように本研究の関心は，価値観による媒介メカニ
ズムの検証である。以下では，先の完全逐次パスモデルで示された女性，高
齢者，収入の効果に着目して，これら属性の効果が価値観を媒介して脱原発
志向に影響しているという仮説を検証しよう。そこで図1のような価値媒介
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表1 脱原発志向へのパス係数の推定値（完全逐次パスモデル）
p＜0．01** p＜0．05*
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表2 媒介モデルの分析結果（パス係数は標準化した値を表示）
p＜0．01** p＜0．05*
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直接効果 ．079
間接効果（政治不信） ．171 ．219 ．037
間接効果（平等主義） ．067 ．277 ．019
総合効果 ．135
直接効果 ．194
間接効果（政治的無力感） -．247 -．128 ．032
総合効果 ．226
図5 女性効果の価値媒介モデル
図6 世代効果の価値媒介モデル
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モデルを構築し，分析を行った。ここで想定する媒介関係は，ジェンダーに
ついては，女性→政治不信・平等主義→脱原発志向（仮説1と仮説2），世
代については，若年層→政治的無力感→脱原発志向（原発支持）である（仮
説5）。世代の仮説3と仮説4は，媒介変数と想定した変数（12歳未満の子
ども有ダミー，経済悪化認知）の直接効果が確認できず，この時点で仮説は
検証されないことが明らかになったため，媒介メカニズムは検討しない。
なお，仮説では示さなかったが，低収入層において脱原発志向が高いとい
う階層の効果については平等主義を媒介していることも予想される。高収入
層は自身の収入を自身の努力と能力によって獲得したと考え，それらの一部
が低収入層に再分配されることを拒否する傾向にある，すなわち反平等主義
的であると想定される。低収入層は逆に，自身の収入が低いため高収入層か
ら財が移転されることを支持する，すなわち平等主義的だと考えられる。前
述のように，平等主義は脱原発志向を高めるため，世帯収入の低さは平等主
義を高め，脱原発志向を高めるという「世帯収入→平等主義→脱原発志向」
という媒介メカニズムが想定される。
分析結果は表2に示すが読み取りにくいため，一部の標準偏回帰係数をま
直接効果 ．051
間接効果（平等主義） -．299 ．277 -．083
総合効果 -．032
図7 収入の価値媒介モデル
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とめた図5～7から結果をみていこう。はじめに，女性→政治不信・平等主
義→脱原発志向の媒介効果をみよう。図5から，女性から脱原発志向への効
果の一部が価値観を媒介したものであることがわかる。女性→政治不信
0．171，政治不信→脱原発志向0．219であり，女性であるほど政治不信が高
く，政治不信が高いことで脱原発志向が高いことがわかる。間接効果は
0．171×0．219＝0．037であり，女性効果は一定程度，政治不信によって説明
されたことになる。また，平等主義についても，間接効果は0．019と大きく
はないが，一定の媒介メカニズムが確認できる。すなわち，女性は政治不信
が高く，平等主義的であるがゆえに，脱原発志向が高いということを意味
し，仮説1と仮説2が支持された。ただし，これらの効果を統制しても，な
お0．079という直接効果は残る。今回は投入していない他の価値観が，媒介
要因となっている可能性はあるだろう。
次に年齢の価値媒介モデルの結果をみてみよう。図6から，年齢→政治的
無力感-0．247，政治的無力感→脱原発志向-0．128である。これは，若年層
ほど政治的無力感が高く，政治的無力感が高いほど原発支持になりやすいこ
とを示す。ここから仮説4で想定した媒介モデルが検証されたことを示す
（間接効果は0．032）。しかし，この間接効果を考慮しても，いまだ直接効果
は0．194と非常に高い値を示している。これは価値の媒介メカニズムを想定
したとしても，強い若年効果のほとんどは説明されていないことを意味して
いる。
最後に，収入の価値媒介モデルについてみてみよう。図7から，収入→平
等主義-0．299，平等主義→脱原発志向0．277であり。収入が高い層では反
平等主義になり，反平等主義であるほど原発支持が高いという媒介メカニズ
ムが確認される。間接効果も-0．083であり，高い数値だといえる。
さいごに
本稿は，福島第一原発事故後に急激に高まった脱原発意識に着目し，その
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規定要因について実証的な分析を行った。ジェンダー，世代，社会階層によ
る脱原発志向の差を明らかにするとともに，平等主義や政治不信といった価
値変数に焦点を当て，価値の媒介メカニズムを検討した。
分析結果から第一に，価値観のなかでも平等主義と政治不信が強い効果を
持っていた。これは，人々は平等主義的であるほど，政治不信が強いほど，
脱原発志向が高まる傾向にあることを示す。第2節での述べたように，原発
をめぐる意見の相違の背後には価値対立が存在すると考えられる。原発事故
後，社会的分断といえるほどの激しい意見対立がみられるのは，原発が単に
一つのエネルギーの選択の問題ではなく，あるべき社会像を問うものである
からだといえるのかもしれない。
第二に，媒介メカニズムを検討した結果，いくつかの社会的属性は価値観
を媒介していることが明らかになった。女性については，政治不信，平等主
義を経由して脱原発志向を高めていることがわかった。すでに先行研究では
女性の効果が確認されており，また欧米では女性効果が政治や社会に対する
価値観の相違に起因するものであると指摘されている。本稿では，この解釈
を媒介メカニズムの検証という形で実証的に示した。この点に本研究の意義
があるといえるだろう。
若年層における原発支持については，家族形成説，経済悪化認知説は否定
され，政治的無力感説のみが検証できた。しかし，若年効果はなお非常に強
い直接効果が残っている。なぜ若年層で原発支持が高いのかという問題はリ
スク社会のゆくえを予想する上でも探究すべき重要な問題であり，今後，他
の媒介変数についても仮説を立て検証する必要があるだろう。
社会階層については，世帯収入の負の効果が確認され，それが平等主義を
媒介することを示した。原発への態度と社会階層変数については，これまで
ベックの普遍化説，脱物質主義など異なる見解が示されていたが，本研究は
社会的周縁層が平等主義を経由して脱原発志向を高めていることを明らかに
できた。
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2011年の原発事故を機に浮上したリスク意識は，日本社会の有り様を静
かにではあるが着実に変化させている。本稿で実証的に示されたジェン
ダー・世代・社会階層・価値による脱原発志向の差は，日本社会におけるリ
スクをめぐる社会的亀裂の在り処を指し示しているといってもよいだろう。
その意味で，本研究の分析結果は，リスク社会において生じる社会秩序の変
容を社会学的に分析する上で有効な知見になると予想される。
付記
本研究は，科学研究費補助金若手研究（B）（26780295），科学研究費補助
金基盤研究（B）（25285146）の成果の一部である。
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Since the 2011 Fukushima Daiichi nuclear power plant accident, the
negative opinion to nuclear power plant has increased and the political
debates over the pros and cons of nuclear energy has been activated. This
paper attempts to reveal empirically the social determinants of attitudes
towards nuclear energy. We focus on generation, gender, and social
stratification as the determinants, and examine for the value mediated
mechanism.
Previous researches have indicated that women tend to have negative
opinion to nuclear power and young people tend to have positive opinion to
that. In this paper, we assume that these gender and generation differences
are mediated by the values. For example, it is expected that women tend
to be egalitarian, and egalitarian tends to have negative opinion to nuclear
power. In order to examine the value mediated mechanism concerning
generation, gender, and social stratification, we do analysis by using
structural equation modeling. The data is “The Public Opinion Survey on
Internationalization and Political Participation of Citizens” that was
conducted in November 2013 by the nationwide sampling mail survey.
The findings reveal that the political distrust and the egalitarianism had
a strong influence on the antinuclear orientation. Concerning the value
mediated mechanism, we found out that the gender difference was
mediated by the political distrust and the egalitarianism. This results
means that women tend to be political distrust and egalitarianism, for that
reason they tend to have the antinuclear orientation. We also found out
that the generation difference was mediated by the political apathy.
The Social Determinants of Attitudes towards Nuclear
Energy:Examination for the Value Mediated Mechanism
SAKAGUCHI Yusuke
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Concerning social stratification, high income people tend to be anti-
egalitarianism and for that reason they tend to support for the nuclear
power.
Keywords : Risk Society, Antinuclear Orientation, Public Opinion
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